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A．研究目的 

本研究の目的は、1）補装具費支給事務の円滑な運

用への提言を行い、2）補装具の種目構造等を整理・

明確化するとともに、3）基準額算定のための評価手

法の開発を行うこと、である。これらの目的のため

に、1）補装具費支給事務の円滑な運用の提言に関し

ては、更生相談所のスキル向上、身体更生相談所の

課題整理、障害児から障害者への移行時の問題、高

機能高額な部品の扱いについて、聴覚関連補装具の

取り扱い、視覚関連補装具の取り扱いについてであ

る。2）補装具の種目構造等を整理・明確化に関して

は、完成用部品受け入れ基準の構築、姿勢保持関連

補装具の機能に関する調査研究を進めまとめる。3）

基準額算定のための評価手法の開発の中では、補装

具価格根拠調査、更に借受けにつての実態調査、聴

覚障害関係について、補装具費支給制度における種

目（意志伝達装置）の処方・機種選択に関する調査

研究についてまとめる。さらに、補装具の価格設定

がされていなかった筋電電動義手の製作に要する作

業時間の調査を行いまとめることである。 

 

Ｂ．研究方法 

１）補装具費支給事務の円滑な運用については、更

生相談所および、市町村へのアンケート調査を主と
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して、その他補足する形での関係職種へのアンケー

ト調査を行った。また、借受けについては、義肢部

品を模擬的に流通させることで、その問題点の抽出

を行った。 

 

２）補装具の種目構造等を整理・明確化に関しては、

関連する制度を調査するとともに、学会発表等から

必要デジタル技術の実用化を調査した。車椅子と座

位保持装置の違いを明確化のためには、ワーキング

グループを作り検討した。 

 

３）基準額算定のための評価手法の開発に関しては、

補装具の各種目について関連する団体に製作事業者

を対象に製作費用を把握する調査 を行った。また、

補装具として想定されている仕様と実際に支給され

ているものの、種目に無い電動義手の作業時間につ

いては実際に製作する作業時間を計測した。 

 

E．結論 

 

１）補装具費支給事務の円滑な運用に関して 

（１）判定では約 5 割の更生相談所がデモ機を用い

た部品選択を行っており、借受けの利用など制度運

用も検討する必要があると考える。 

 

（２）障害児から障害者への移行時の問題について

は、市町村と更生相談所で密な情報共有が必要であ

ると、更生相談所が障害児から障害者になった利用

者の判定を行うためには、利用者及び関係者に制度

に関する理解を得ることが重要と考える。 

 

（３）高機能・高額な義肢・装具・座位保持装置の

問題については、高額な部品については、多くの更

生相談所で判定する完成用部品で、価格により慎重

になる価格帯はまちまちであった。高額なものが真

に必要かを判定するために約半数の更生相談所がデ

モ機の利用を行っていることが確認できた。借受け

の利用も検討していく必要がある。 

 

（４）聴覚関連補装具に関しては、補聴援助システ

ムは明らかに FM 方式からデジタル方式に移行して

いる現状が確認された。新規開発機器の軟骨伝導補

聴器の支給が始まっていることも確認された。一方、

骨導補聴器はその交付数は少ないものの、従来から

のポケット型や眼鏡型の需要があり、また、特例補

装具のカチューシャ型も一定数の支給があることが

判明した 

 

（５）視覚関連補装具に関しては、眼科で手帳を取

得してから補装具申請に至るプロセスは決して円滑

ではないことが推測される。視覚関連補装具はロー

ビジョンケア全般とも深く関わっており、手帳取得

を含めた眼科医への関連知識の普及と啓発が喫緊の

課題である。 

 

（６）借受けについては、平成 30年度から運用が始

まったものの、なかなか利用されない現状が確認で

きた。完成用部品を模擬的に借受けで運用し検証し

たところ、貸し出しの都度、送料やメンテナンス費

用製作事業者に工賃相当額のようなメンテナンス等

の費用加算が必要であることが分かった。 

 

２）補装具の種目構造等を整理・明確化の中 

（１）電子的安全性の評価と新素材による義肢装具

の試験法が抽出された。また、前者に関して、ISO

や JIS、IEC 等の調査を行った結果、電子制御式義

肢装具の試験評価の参考として、リスクマネジメン

トや耐水性試験、電磁両立性の規格が抽出され、こ

れらの規格を基にした基準、電気用品安全法等の適

合の確認が必要と考えられた。 

 

（２）3D 計測による身体のデジタルデータの取得、

AD/CAM による体幹装具やインソールの製作、3D プ

リント技術による義手パーツや義足カバーの製作等、

すでに技術の実利用が進んでいる実態が把握された。 

 

（３）車椅子と座位保持装置の違いを明確化するこ

とについてワーキンググループで検討し、4 つの整

理案として取り纏めた。 
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３）基準額算定のための評価手法の開発 

（１）補装具の中でも、義肢、装具、座位保持装置

価格に関しては、作業人件費の時間 あたり単価は前

回調査時に比べ、+3.8%ないし +7.7%程度上昇して

いた。売上高利益率は平均 3.4%という結果であり、

一定水準を確保している ものの全産業平均、製造業

平均数値と比較すると低かった。さらに、義肢、装

具、座位保持装置の種 目ごとの推定作業人件費単価

を明らかにした。素 材の平均価格は前回調査時と比

較し+2.0%程度の 上昇が確認された。 

 

（２）その他の種目については、義眼等いくつかの

種目において補装具の基準価格と制度外での販売価

格の間に乖離が あることが確認された。しかし、一

方で、種目によっては今回調査で得られた回答対象

機種が、基準補装具としては、想定する仕様が必ず

しも明確でなかったり、現状と合っていないことが

示唆された。今後価格根拠把握を行う際は、その前

提として補装具関連機器の機能・仕様を分かり易く 

整理し、「基準」として満たすべき必要・十分な機

能をより明確にすることが必要である。 

 

（３）意思伝達装置のような情報技術を応用した装

置で は技術革新の恩恵が大きく期待できるが、現行

基準 がそれに追いついていない。しかし、それを必

要と する障害者（児）の生活に有効である場合であ

って も、補装具として真に必要なものであるか、生

活の 質の向上に資する日常生活用具であるか、その

境界 が不明確になっている。特に、視線検出式入力

装置 が修理基準に収載されて以降、明確な専用機器

とは 言えない相当品に対する購入費の支給が増えて

いる ことが懸念される。 

定期的な身体機能評価、あるいは入力装置 の設置

（交換修理）時の工賃相当額の算出やその加算方法

が明確ではない。適切な工賃相当 額の把握と基準額

算出 式の関係を明確にすることが、今後の調査研究

課題となる 

 

 

 

（４）補装具の種目でも価格が設定されていない筋

電電動義手を製作し、製作に要した時間を計測し製

作に要した時間を計測した。個々の義肢装具の製作

件数ではなく、義肢装具士として製作経験年数が短

いほど製作に要した時間は長いことが分かった。 

 

Ｆ．健康的危険情報 

 なし 
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